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（公共交通機関特例の３万円未満の判定単位） 

【答】 

適格請求書の交付義務が免除される公共交通機関特例の対象となるのは、３万円未満の公共

交通機関による旅客の運送です（消令70の９②一）。 

この３万円未満の公共交通機関による旅客の運送かどうかは、１回の取引の税込価額が３万

円未満かどうかで判定します（基通１－８－12）。したがって、１商品（切符１枚）ごとの金額

や、月まとめ等の金額で判定することにはなりません。 

  【具体例】 

    東京‐新大阪間の新幹線の大人運賃が 13,000 円であり、４人分の運送役務の提供を行う

場合には、４人分の 52,000 円で判定することとなります。 

  

（特急料金・入場料金） 

【答】  

適格請求書の交付義務が免除される公共交通機関特例の対象となるのは、３万円未満の公共

交通機関による旅客の運送です（消令70の９②一）。 

ご質問の特急料金、急行料金及び寝台料金は、旅客の運送に直接的に附帯する対価として、

公共交通機関特例の対象となります。 

他方、入場料金や手回品料金は、旅客の運送に直接的に附帯する対価ではありませんので、

公共交通機関特例の対象となりません（基通１－８－13）。 

 

（卸売市場を通じた委託販売） 

【答】  

卸売市場法に規定する卸売市場において、同法に規定する卸売業者が卸売の業務として出荷

者から委託を受けて行う同法に規定する生鮮食料品等の販売は、適格請求書を交付することが

困難な取引として、出荷者等から生鮮食料品等を購入した事業者に対する適格請求書の交付義

務が免除されます（消法57の４①、消令70の９②二イ）。 

本特例の対象となる卸売市場とは、 

① 農林水産大臣の認定を受けた中央卸売市場 

② 都道府県知事の認定を受けた地方卸売市場 

③ ①及び②に準ずる卸売市場として農林水産大臣が財務大臣と協議して定める基準を満たす

卸売市場のうち農林水産大臣の確認を受けた卸売市場 

とされています。 

農林水産大臣が財務大臣と協議して定める基準は、以下の５つが定められています（令和２

問 43 ３万円未満の公共交通機関による旅客の運送かどうかは、どのような単位で判定するので

すか。【令和５年 10 月改訂】 

問 44 特急列車に乗車するために支払う特急料金や駅構内に入場するために支払う入場料は、

公共交通機関特例の対象になりますか。【令和５年 10 月改訂】 

問 45 卸売市場を通じた生鮮食料品等の委託販売は、出荷者等の適格請求書の交付義務が免除さ

れるそうですが、具体的には、どのような取引が対象となりますか。【令和５年 10月改訂】 


